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改ざん、隠ぺい、９条改憲…国政は異常事態

立川でも各党の姿勢が鮮明に

市民+野党で９条改憲NO、政治変える
日本共産党を伸ばしてください

自民、公明、長島系旧民進―「モリ」「カ
ケ」真相究明「陳情」つぶす

共産党――安倍改憲あと
押し請願の採択くい止める

軍事でなく対話で解決を 北朝鮮
問題
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市政でも異常事態が
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平和提案、日本共産党が世界に発信続ける

日本こそ９条生かして平和外交に転換すべき
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5月の市議会で、自民党や公明党、長島系旧民進
会派は、「『森友』『加計』疑惑の真相究明を求める
意見書の提出を」という市民の陳情を、タナざらしに
して、つぶしてしまいました。

憲法9条を変え、日本を戦争する国にしようとねらう安倍首相。市議

会で、自民党議員などによって、こうした安倍改憲をあと押しする意

見書を提出する「請願」の採択がねらわれました。議会の内外で日

本共産党や市民が強く反対し、請願は採択されませんでした。

北朝鮮の核・ミサイル開発は絶対に許せません。同時に、戦争だけは絶対に起こしてはなりません。
日本共産党はその立場から、「制裁も進めながら、対話による平和的解決こそ」、「朝鮮半島の非核
化と北東アジアの平和体制作りを一体的、段階的に進める」など建設的提案をくりかえし世界に発信してきました。

安倍政権は「対話否定」「圧力一辺倒」の特異の立場です。これでは世界から「かやの外」に置かれてし
まいます。今こそ、「軍事でなく対話で解決する」という憲法9条の精神にたった外交に転換すべきです。

改ざん、隠ぺい、そして9条改憲…。まさに日本を根底から
壊すような安倍政権を退陣させるため、市民と野党の共同
に全力をあげる日本共産党を、立川で伸ばしてください。



ため込み
すぎの　税金は
市民に還元を
①学校給食費の無償化
②国保料年1人1万円値下げ
③くるりん値下げ、おむつ代補助復活

④ごみ袋代25％値下げ（例：10㍑20
円を15円に）

ねたきり
高齢者のおむつ補助を切り下げ

日野より9.3万円、府中より12.5万円高い国保料
立川43.8万円

日野34.5万円 給与年収400万円の
4人家族（40代夫婦と子ども

2人のモデル世帯 ）
の場合（年額）

「基金はいざというときの備え」と言いながら、リーマン・
ショックや東日本大震災の時にも使われていません。

税金を市民のために使わず
ため込むのは本末転倒

府中31.3万円

国民健康保険料を値上げ

くるりんバスを値上げ

ため込みを絶賛
自民党

国保料は「安い！？」
運営協議会で発言公明党

立川4.5万円
日野2.3万円
府中2.8万円

市民一人当たりため込み金は他市の2倍近く

中学校全員給食の早期実現を

他市
なみに

財政調整基金の
2016年度決算
での比較

日本共産党には
値下げな

どを実現した
実績があります

ため込み金の
６.3％で実現できます

危険なオスプレイ横田配備に断固反対
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立川市政に

審判を

市はくるりんバスの運賃を100円から180円に値上げ。それも要因となっ
て乗る人が半減しました。市民サービス拡充と完全に逆行です。

これまでも「高すぎ
て払いきれない」と
悲鳴があがってい
たのに、連続値上
げで、多摩で最も高
いクラスの保険料に
なってしまいました。

おむつ代の削減額は420万円（決
算）で市財政全体からみればごくわずか。在宅で介護を受けて

いる高齢者やご家族にとって大切な制度を、そこまでして削る必要があるでしょうか。

小学校の自校調理の給食を廃止してすすめる現市政のやり方を切りか
えて、中学校給食だけですすめれば、時間も短縮でき、現実的です。

「高すぎる国保料は値下げすべき」と主

張し、２０１６年度は値下げが実現しまし

た。また介護保険料については「基金を

使えば値上げはしないですむ」と提案す

る中、市は今後３年間、値上げしないと決

めました。値上げしないのは多摩で3市だ

け、23区でも3区だけです。

５月の市議会で「行財政改革をして
やっとためたお金」、「大変な努力をさ
れた」と市の姿勢を持ち上げました。

国保の運営協議会で「立川市の国保料は全
国から見れば高くない」と発言し、市民への負
担押しつけの態度を正当化しました。

４つの合計は約12億円。市のため込

み金191億円の約6.3％です。


